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将来推計について 

 
１．将来推計（ＢａＵ）の条件設定の考え方 

今般の東日本大震災を踏まえ、以下の３つの視点を踏まえた上で、将来推計（ＢａＵ）のケース設定

を行う。 

 

２．将来推計（ＢａＵ）条件設定（案） 

各視点におけるこれまでのケース設定（Ａ）および今般の東日本大震災を契機とした各動向の変化を

想定（Ｂ）し、それらのケース設定の組み合わせにより将来推計を実施する。ケースＢについては、今

夏の節電要請を受けた家庭や企業等の動向の発表資料をもとに設定を行う。 

なお、排出係数については、これまでどおりの供給サイドの想定は困難なため、現時点で想定される

ケース（Ａ）およびエネルギー供給サイドに大きな変化が見られた場合（Ｂ）の２ケースを設定する。 

表 ケース設定 

ケース設定 

視点 
Ａ（既存） 

Ｂ（3.11 以後の動向を踏まえたケース） 

（2020 年） 

①需要の設定 ・過去の成長トレンドを維持する形で

消費水準が増加(GDP：約 1.0%/年前後

想定) 

・家庭部門：A の約-5％ 

・業務部門：A の約-3％ 

（ライフスタイルの変化により消費水準の

年伸び率は A から半減） 

（2020 年、2050 年ともに）

②機器効率 ・3.11 以前の既存発表資料の技術開発

が進む 

・高効率機器の普及速度が２倍に加速 

(2050 年はＡと同等)

③排出係数 【非再生エネ】 

・原発は、既存施設は稼働、新設無し

・火力で代替 

【再生可能エネ】 

・現状ペースで導入 ※ 

【非再生エネ】 

・A と同じ 

【再生可能エネ】 

・導入速度が現状ペース２倍に加速 

※参考：2020 年までに一次エネルギー供給に占める再生可能エネルギーの割合 10%、バイオ燃料、2020 

年に全国のガソリンの３％相当以上の導入を目指す(エネルギー基本計画平成 22 年 6 月時点) 

３．将来推計パターン（案） 

将来推計パターンは、既存ケース（1）、東日本大震災を契機として社会が大きく変化した場合（2）、

の２パターンに加え、需要、機器効率、排出係数の変化に対するＢａＵの影響を把握するため各項目の

みがケースＢの場合（3～5）の３パターン、計５パターン実施する。 

表 ケース設定 

視点 
パターン 

①需要の設定 ②機器効率 ③排出係数 
備考 

1.既存 Ａ Ａ Ａ 

2.社会変化大 Ｂ Ｂ Ｂ 
※既存および社会変化の比較 

3.需要のみ変化 Ｂ Ａ Ａ 

4.機器効率のみ変化 Ａ Ｂ Ａ 

5.排出係数のみ変化 Ａ Ａ Ｂ 

※各項目の影響把握 

【視点】 

○ 東日本大震災を契機とした、省エネ等ライフスタイル変化  →①需要の設定 

○ 東日本大震災を契機とした、高効率機器の普及加速     →②機器の効率 

○ 東日本大震災を契機とした、エネルギー供給サイドの変化  →③排出係数 
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参考資料①：夏の電力需給対策の総括（平成 23 年 9 月 7日 資源エネルギー庁） 
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参考資料②：夏の電力需給対策の総括（平成 23 年 9 月 25 日 毎日新聞 滋賀県） 

○8 月の滋賀県内の節電効果 家庭前年比 15.3%、商業用 10.9%、産業用 3.2% 

参考資料③： 

震災後の家庭の節電効果と省エネ行動に関する調査結果（平成23年 4月 25日㈱住環境計画研究所） 

○調査手法：インターネットアンケート 

○対象    ：東京電力供給エリアにお住まいの 20 歳以上の男女 

○調査期間：2011 年 4 月 15 日～16 日 

○有効回収数：1,120 サンプル 
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参考資料④-1： 

節電に関するアンケート調査結果（平成 23 年 7 月 8 日 大阪商工会議所経済産業部）   

○ 調査目的：会員企業の節電に関する取り組み状況や経営への影響などを把握するため 

○ 調査日  ：平成 23 年６月 30 日（木） 

○ 調査対象：172 社（「中小企業のための“節電”・“省エネ”対応セミナー」参加企業） 

○ 回答数  ：138 社（有効回答率 80.2％） 

 

 

 

 

 

【概要】 

・関西電力の節電要請以前から実施している節電対策として（複数回答）、半数以上が「照明機器の

調整（昼休みの完全消灯、照明の間引きなど）」（55.8％）、「空調の調整（室内設定温度の引き上

げ、エアコンの一部停止など）」（51.4％）と回答。また、「ＯＡ機器の調整（不使用時の電源オフ

徹底、内蔵バッテリー活用など）」（31.9％）、「ブラインドの活用・建物の緑化などによる遮熱」

（30.4％）との回答も多く見られた。 

・関西電力の節電要請以降に実施し始めた対策（これから実施するものを含む）については（複数

回答）、「ＯＡ機器の調整」（30.4％）、「空調の調整」（27.5％）、「照明機器の調整」（23.9％）が上

位に挙げられた。 

・「節電要請以前から実施している対策」と「節電要請以降に実施し始めた対策」を合わせると、「照

明機器の調整」（79.7％）、「空調の調整」（79.0％）、「ＯＡ機器の調整」（62.3％）のような比較的

取り組み易い対策については、既に多数の企業が実施済み。 

・今夏（９月末まで）に実施するか否か検討中の対策については（複数回答）、「省エネ設備・備品

の導入・活用（ＬＥＤ照明の導入など）」（33.3％）が最多。 
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参考資料④-2： 

節電に関するアンケート調査結果（平成 23 年 7 月 8 日 大阪商工会議所経済産業部）   
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参考資料④-3： 

節電に関するアンケート調査結果（平成 23 年 7 月 8 日 大阪商工会議所経済産業部）   
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参考資料④-4： 

節電に関するアンケート調査結果（平成 23 年 7 月 8 日 大阪商工会議所経済産業部）   

 


